
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 23 年 6 月 23 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）： 

本研究は国際取引におけるイノベーションと制度が相互に影響を与えながら共進化を遂げる

という動的な普及を考察したものである。具体的には、国際ビジネスで使用される貿易関連書

類の中でも e-SWB（電子海上運送状）や海上運送状といった運送書類に着目し、それらの発生

と普及が制度に与える影響を考察した上で、制度がそれらの普及に与える影響をアンケート調

査による定量的分析から明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）： 

In the world of international commercial transactions, innovation and systems coevolve 

by affecting each other.  This research considers the dynamic spread of this phenomenon. 

Specifically, it considers trade documents such as e-SWB (electronic Sea Waybills) and Sea 

Waybills, and examines how the development and permeation of documents influence the 

system itself.  Furthermore, by using qualitative analysis through surveys, this research 

clarifies how the system affects the spread of trade documents. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、この運送書類に変化が見られる。具

体的には、(A)船荷証券から海上運送状への動

き、さらには(B)海上運送状から e-SWB（電

子海上運送状）への動きである。 

この変化に対して、国際商取引論や貿易商

務論の分野においては、従来から研究がおこ

なわれてきた。例えば、(A)の動きについては、
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Todd（1986）や新堀（2001）などがある。

これらの研究は、運送書類が船荷証券から海

上運送状へとシフトしていった理由や海上

運送状の法的な問題点を制度論的アプロー

チから研究している。これらはイノベーショ

ンの普及が制度の形成に与える影響を考察

する上で大変参考になる。しかしながら、運

送書類のように制度によって規定されてい

るイノベーション・プロセスを解明するにあ

たっては、イノベーションと制度との相互作

用に関する視点を取り入れることが必要に

なるが、この点に関する研究は不十分であっ

た。また、(B)の動きについては、実証的に分

析している研究はほとんどない。 

一方で、経済学や社会学の分野においては、

技術と制度の共進化という見方によって、経

済の発展プロセスを論じている研究がある。

例えば、Nelson（1993）や後藤（2003）な

どである。これらの研究のアプローチ法や分

析方法は大いに参考になるが、ここでは、国

際的なイノベーションと制度の双方向的な

関係性については触れられていない。 

そこで、本研究では、e-SWB と海上運送状

が制度に与える影響を考察した上で、関連企

業（船会社、商社、メーカー）から得られた

調査データをもとに制度が e-SWB の普及に

与える影響を実証的に分析する。これは、国

際的なイノベーションと制度の共進化につ

いて検討するという意味において重要な意

義があると考える。 

 

 

２．研究の目的 

本研究は国際取引におけるイノベーショ

ンと制度が相互に影響を与えながら共進化

を遂げるという動的な普及を考察するもの

である。具体的に、その目的は以下の 2 点で

ある。 

(1) e-SWB と海上運送状の普及に影響を

与える要因を実証的に分析する。こ

こでは、関連企業に対して、制度要

因（条約、国際規則、国内法、商慣

習）を含めた採用の理由に関するア

ンケート調査をおこなう。そこで得

られた調査データから分析をおこな

い、e-SWB の採用に影響を与える要

因を明らかにする。また、この分析

を検証するために、関連企業に質問

紙法による聞き取り調査をおこなう。 

 

(2) 国際的な制度が形成されるプロセス

において、e-SWB と海上運送状の普

及が与えた影響を実証的に分析する。

ここでは、e-SWB と海上運送状の登

場が制度（条約、国際規則、国内法）

に与えた影響を明らかにするために、

船会社から入手した普及率データと

制度形成時期の関係を分析する。 

 

 

３．研究の方法 

研究の方法は主に以下の通りである。 
 

(1) e-SWB、海上運送状、そして元地回収
船荷証券といった新しい運送書類の
普及に関する先行研究の文献をレビ
ューした上で、問題意識を明確にす
る。 

 

(2) 運送書類を使用している企業に対す
る探索的な事例研究を実施した上で、
仮説を設定する。 

 

(3)  運送書類を使用する企業に対してア
ンケート調査を実施し、そこから得
られたデータを基に仮説を検証する。 

 

(4)  新しい運送書類が制度（条約や国際
規則など）に与えた影響を考察する。 

 
 
４．研究成果 
 

(1) 船荷証券と海上運送状に関するデータ

を船会社への聞き取り調査から入手し、



 

 

それぞれの発行状況を明らかにした

（第 1 図を参照）。 

 

第 1 図 船会社 A が発行した運送書類の割合 

 

※船会社 A 提供の資料をもと作成。 

  

(2) 商社 10 社に聞取り調査をおこない、運

送書類の選択に影響を与える要因の調

査モデルを提示した（図 2 を参照）。 

 

第 2図 商社における運送書類選択の分析枠

組 

 

商社における

運送書類の選択

 

 

(3) 上記の仮説を実証するために、運送書類

選択に関するアンケート調査を東証一

部・二部に上場している 141 社におこ

なった。ここでは、まず、海上運送書

類に関する最新の使用動向が確認でき

た（第 3 図を参照）。次に、そこで得ら

れた調査データから、e-SWB、海上運

送状、そしてサレンダーB/L といった新

しいイノベーションの採用に影響を与

える要因を明らかにした。そこでは、制

度（商慣習、国際規則、そして条約・法律

など）が新しいイノベーションの採用に影

響を与えている要因の一つであることが明

らかになった。 

 

第 3 図 東証一部・二部に上場している企業 141

社の海上運送書類の使用動向 

 

 

 

(4)  上述した新しいイノベーションが制度に与

える影響については、条約であるロッテル

ダム・ルールズ（Convention on Contracts 

for the International Carriage of Goods 

Wholly or Partly by Sea）と国際規則であ

る海上運送状に関する CMI 規則（CMI 

Uniform Rules for Sea Waybills）を対象に、

これらの条約や国際規則が形成される過程

の中で新しいイノベーションが果たす役割

について考察した。ここでは、e-SWB、海

上運送状そして元地回収船荷証券といった

新しいイノベーションの登場が国際的なル

ールの形成に影響を与えていることが明ら

かになった。例えば、海上運送状の運送品

処分権に関する規定は、国際規則である

CMI 規則で盛り込まれた後に、条約である

ロッテルダム・ルールズで採用されている。

つまり、国際的なルール形成においては、

新しいイノベーションの普及が国際規則か

ら条約へと段階を踏んで影響を与えている



 

 

ことがわかった（第 4 図を参照）。 

 

第 4 図 国際的ルールの形成 

 

 

(5) 以上の研究結果【(2)、(3)、(4)】から、国際

取引におけるイノベーションと制度が相互

に影響しながら共進化を遂げ動的に普及し

ていることが確認できた（第 5 図を参照）。

しかしながら、以下の課題が残った。まずは、

(2)の研究においては、対象とした企業が特

定の業種に偏ってしまった。これについては、

製造業の企業に対して、調査を実施する予定

である。次に、(4)の研究では、対象とする

国際的なルールの数が少なかったために、そ

のメカニズムを解明できたとは言い難い。そ

のため、その他の条約・国際規則を対象に、

本研究が指摘したメカニズムを検証する予

定である。具体的には、①ヘーグ・ルール②

ヘーグ・ヴィスビー・ルール③ハンブルグ・

ルール④インコタームズ 2010⑤UCP600 を

考えている。 

第 5 図 運送書類と制度の共進化 
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